
The Japanese Society of Pharmacognosy

NII-Electronic Library Service

The 　Japanese 　Sooiety 　of 　Pharmaoognosy

一総 説一
生薬 学雑 誌 60 （1），レ 8 （2006 ）

農薬の 安全性評価 と適正 使用

上路雅子

独立行政法人農業環境技術研究所

S爾驚遭yAssessment　and 　Proper 互Jse　ofPesticides

　　　　　　　　　　　　　　　　 Masako　U 句i
Na〃onalJnstitttte （ヅXgro一動 喉 冫ηη1翩 α」翫 吻 ca鰐K跏 ηoηイ奴 獗 励   伽 献 6 〔）56604，，勿 αη

（Received　MAy 　31，2005）

［lhe　Agricultural　aicmicals　Regulation　Law 　of 　Japan　was 　esLablished 血 19舳 舳 e   血 鯑 ，
impOrtatio恥 drcula1iσn　and 　use　ofpes 恒cides　havc　bccn　seN・erely 【estric亡ed 　by　this　Law （enf （）icocl　by　thc
Minis叮 of 　AgricUlturc，　Fo町 and 　Fisheries）．　For　the　registlTndon　of 　pestiCides，1hc　safet ｝

・

蹣 sme 血 to　h  晦 i．e、，　to伽 ch 　as 　acute ，　c嘸 and 血e   血 oge 血d咽 to山e

o［llanisms　in　enstronment 　is　necessary ，　Es旧blishmc煎 of       讎 i血 e   i曲 r 脚 sdddc 血

agricultural　pn〕duc圏 is　admj 皿iStc爬 d　according 　to　the　SdpUlations　of　the　Food　Sanitation　Law （enforcod

by　the　Ministry　of 　Health，　LabOur　arid　We血 e）．　hl  nt　y瓢   po佃 jon　and 　use 　of   gi就ered

pesticidcs　j皿 Japan　have　increased　peoP豆e
’
s　anXiety．　In　order 　to　cope 　with 齟 s　evolv 血g　situation ，　the

AgricUltUlal　Chcmic創s　Regula廿on 　Law　lvas 　alnended 　and   acted　on 吻 ℃h　10，2003．　The　cunent

amendme 皿 extendS　its　gcope 　of 　apPh （加 on 　to 山e　p  ns 　wbO 　 manufaCture ，　P【  ess　or　impOrt

pestiCides　to　dist−1）ute 　f（〕r　non4 ）usiness 　pl叩 oses　and 　tightens廿le   ctior圏on 血e　users　of　pestiCidcs．

Ke ，words ： pesncides，　Agricultulal　 Che咏 謚1s　Reg団 a証oll　La、鷲 F（xxl　 SaniねUon　L蹴 曲 取

assessmen し　pi（per　use　ofpestiCides

　農薬は病害虫や雑草の 防除資材 と して、農産 物 の 安 定供

給 と 高品質化、さ らに 農作業の 軽減化 に大 きな 役割 を果た

して きて い る。 しか し、農薬 は殺虫 ・殺菌 ・殺草効果 な ど

を もっ 生物 活性 物質 で あ る た め、使用 方法 を守 らない 場 合

に は、作物や環境 に影響を及 ぼ す こ とが懸念され る。過去

に使 用 され た 有機 リン 系殺 虫剤パ ラ チ オ ン や除草剤 PCP

な どは、それ ぞれ 、人 畜毒性、魚 毒 性 が原因 とな っ て 使用

禁止 と な っ た
。 ま た、有機塩 素 系農薬の DDT 、　 BHC な ど

は難分解性 で あ るた め、土壌に 長期 間残 留 した り、食物 連

鎖系 の 中で生物濃縮 され る 。 そ の た め、こ の よ うな農薬の

マ イ ナ ス 要 因 を解 決 す る 目的 で 、農 薬登 録 制 度 に 基 づ き販

売、製造、使用 な どが 厳 しく規制 され てい る 。 す な わ ち、

農薬使用 に伴 う健 康影 響 や 環境保 全 に対 す る 安全 性 を確保

す るた めに、農薬取締法、食品衛生法、植物 防疫法、農林

物資の 規格化 及 び 品質表示 の 適正 化 に 関す る法律（JAS 法）

をは じ め と した 各種法律、基準が設 定 され て い る。ま た、

科 学技 術 の 進 歩に伴 っ て 、随時、試 験項 目が 追加 され る な

ど、農林水産省、厚生 労働省、環境省を中心 と し て農薬行

政 が着実 に進め られ て い る。

　 しか し、平成 14 年 夏 に発 生 した無登 録 農薬の 使用や 、

残 留基 準値 を超 過 した 輸入農産 物 にお け る 農薬問 題 は 、従

来の 法規制 で は安全性 の 担保 が 不 1一分 で あ る こ と を示 し

た もの で あ る。最近 の BSE 問題 、食 品 の 偽 装 表 示 の 問題

な ど も加わ っ て 「食 の 安全 ・安心 、 に対 す る国 民 の 関心 が

高ま っ て お り、農薬取締法 （農水省統轄）の 見 直 しが 急 遽、

行 われた。こ こ で は、登録 に必 須で あ る農薬の 安全性 評 価

の 仕組 み、平成 15 年 に 改正 され た農薬取 締 法の 要 点 とそ

れ に伴 っ た対応の 現状 と問題点、食 品衛生法 （厚 労 省 統轄）

で 規制 され る 残留農薬 基 準や 検討が 進 め られ て い る ポ ジ

テ ィ ブ リス ト制、さらに、農薬の 安全使用 の 取 り組 み に つ

い て 紹介 し たい。
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1．農薬の 安全性評価

（1）農薬 取締 法 と農薬 の 定義

　第二 次 世界 大 戦後、食糧増産が 謳 わ れ 病害虫の 防除が 緊

急 の 課題 に な っ た。そ の た め 、よ り効果の 高い 化学合成農

薬が海外か ら輸入 された り、国内で 開発 され た。しか し、

当時 の 農薬 に は粗悪 品 が 多 く、こ の 不正 ・粗悪 農薬 の 出

荷 ・流通を防止 し、品質の 保持 ・向 ヒを図る た めに、昭和

23 年、農薬取締法が 制定 され た。そ の 後、農薬の 持つ マ

イ ナ ス 要因 （毒性や残留性など）を行政的 に 解決す る方策

と して、様々 な要 請に 対応 しなが ら法改正 が行われ て きた。

特 に 、昭和 46 年 に は 人 畜や 魚 介類への 被害 を防止 す る た

め 、作物 と：ヒ壌 に お ける残留性や使用規制などが 大幅 に 改

止 され 、これ が現在の 農薬取 締 法 の 基本 とな っ て い る。な

お、こ れ ま で は、農薬の 製造業者 （輸入 業者 を含む ）及 び

流通 業者に 対 し て の み 罰則規定 を定 め 、そ の 罰則 は 「懲役

1年以下、罰金 5 万 円 以下 1 と比較 的軽微で あ っ た 。 しか

し、今 回の 法 改正 （平成 15 年 ） に 伴 い 、罰 則 の 中身 が 強

化 され る と と もに、使 用者 （生 産 農家）への 責任 も 問われ

る こ とにな っ た
。

　 「農薬．1 の 定義は、農薬取締法第 玉条 の 2 で、「種子や土

壌 の 消毒、農作 物 の 発 芽 か ら収穫 ま で の 長 期 間 に わ た る生

育を阻害する 病害 虫、雑草、そ の 他 の 有害動物な ど に よ る

被害防比、あ るい は発根 ・熟期 ・開花 の 促進や果実肥 大な

ど農作物 自体 が 持 つ 多種 多様 の 生 理 機能 を調節す る 働 き

を有 す る もの 」 と され て い る 。 近 年 、環境保 全型 農業 が推

進 され 、天 敵昆 虫、ウイ ル ス な どの 生物そ の もの 、あ るい

は生 物 か ら抽出 した 天 然生 物 活 性 物 質 が多用 され る傾 向

に あるが、こ れらの
一
生 物農薬」 も化学合成農薬 と同様に

農薬 の 範疇 と み な され 、農薬取締法 で 規制 され る。なお 、

ゴ ル フ 場、河川敷、林地で 使用 され る 薬斉1」も農薬 に 分類 さ

れ る が、農薬 と全 く同 じあ る い は類似 す る化 学構 造 や 作 用

を有 して い て も、家屋 内 の 蚊、は え、ゴ キ ブ リな どの 衛生

害 虫や シ ロ ア リ駆 除 を 目的 に す る も の は、作物 の 生 産 と関

係 ない の で 農薬と して は扱われ ない 。

（2）農薬登録の た め の 安全 性評価

　農薬の 登録 に は 、  贔質 （水溶解 瞠や 土壌吸 着性 な どの

物理 化 学的性質
・
有効成分の 含有量 ・品質 の 安 定性 ・爆 発

性など）、  薬効
・
薬害 （病害 虫 ・

雑草の 防 除 効果、周 辺

作物 や 後 作物 に対す る薬 害な ど）、  毒性 （ヒ トへ の 毒性、

水中運命、環境生物への 影 響な ど）の 各種 試験の 実施が要

求 され る。そ の 試 験 結 果 か ら人 や 環境 生物 に影 響 を及 ぼ さ

な い よ うな使 用 基 準 が設 定 され 、農水省、厚労省、環境省

で 審 議 し安全 性 を確 認 した 上 で登 録 され る こ と に なる u な

お、農薬は 常 に品 質 の 改 良が 求め られ てお り、また、研究

の 進歩 な どに よ っ て 登 録農薬 の 見 直 しが 必 要 とな る た め、

登 録の 有効期間は 3年間で ある。す なわ ち、一度登 録 され

て も 3年 目に 再 登録 の 申請が な け れ ば失効 とな る。さ らに、

新 しい 試験項 目が 追加 され た場 合 に は、既存 薬 剤 の 再 申請

時に そ れに 関す るデータの 提出が義務 付 け られ てい る 。 表

1 は 、農薬登 録 の た め に必 要 な毒性 お よび残 留 性に 関 する

試 験 項 目で あ り、特 に 、毒性 に 関す る 試 験 は GLP （G。od

LabOrat 。 ry 　PraCtiCe 　：毒性試験の 適性実施に 関する 基準）

に 基づ い て実 施す る こ とに な っ てい る。

表 ユ　農薬登録での 毒性 と残留性 に 関する試験項日

（1）ヒ トに対す る毒性 ： ラッ トな どの 試験 生物 によ り毒性 を評価す る

　急性経口 ・経皮 ・吸入 ・神経 ・遅発性宇申経毒性試験、皮膚 ・眼朿1膀牲 試験、皮膚感｛厨蛋試験、90 日間反復経 口
・21 日間反復経皮 ・

90 日問反 復吸入 ・28 日間反復投与遅発性峯轗 …毒性・1年間反 復経口 投与 毒性試験、発ガ ン性 ・繁殖毒性 ・
催奇形性 ・変異原性 ・復帰

突然変異 ・染色体異常 ・小核 ・生体機能影響 ・動物体内運命 ・植物体内運命に 関する試験

（2）一

　好気的湛水土壌 ・好気的十．壌 ・嫌気的土壌 ・水中運命に関する講験、加水分解
・
水中光分解運命試 験

（3）環 竟生物に対 する影響評価

　魚類急性毒性
・

ミジ ン コ 類急性遊泳阻害
・
ミジ ン コ 類繁殖 ・

藻類生長阻害試験、水産 動植物以 外の 有用生物 （必 要 に応 じて 実施 ：

ミツバ チ ・蚕 ・天敵昆虫   嚇 彡響）
．
試験

（4＞水質汚濁 生に 関する試験

（5）残留性に関する試験

農作 物残留性 ・乳汁への移行試験 、土壌残留性試験 （容器 内／ほ場 試験 ）、後作物 残 留性 試験

（2）
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　農薬の 毒性は、大き く急 卜生毒性 と慢 性毒性 に分け られ る。

前者は比較的 多量の 農薬に短時 間接触す る農薬製造者や散布

者 に対 し、また、慢性毒性 は農薬製造者、散布者、さらに、

危険性 が低い もの の 残留農薬を長期間摂取す る消費者に 対し

て も起 こ り うる．農薬の 使用 に 当た っ て、当該農薬の作用特

性を十分に 把渥し、リス ク を最小限に抑えるよ うな使用法を

’酎卦ける 酌 蕾：が必要で ある。

（3＞ 羅 物の残留性に 対す る規制

D 残 留農薬基準の 設定

　 「食の 安全 ・安心 」 に 対する懸念要因として、農薬の 残留

性 に 高い 注 目が寄せ られ てい る。食品衛生法第 11条第 1項 に

よ り、飲食に 起因する衛生 ヒの 危害発生 を防 lltし、公 衆衛生

の 向 hお よび増進 に寄与する こ と を 目的と した 食品 規格 （残

留農薬基準）が設定され て お り、こ の 基準1直を超過 しない よ

うに農 薬の 使 用法が定 め られ るこ とにな っ て い る。なお 、本

法律 では、農薬は食品添加物 と して扱われ、「公衆衛生の 見地

か ら販 売の 用 に供 す る食品若 しくは 添加物 の 製造、加 工、使

用、調理 若 しくは保存の 方法 につ き基 準 を定め、又 は販売 の

用 に供 す る食品若 しくは添 加物の 成分につ い て規格を定める

こ とがで きる」 とされ て い る。

　残留農薬基準 は次 の 手順 で設 定され る。

  各種動物 （ラ ッ トやマ ウス など）の
一

生涯 にわた る毒性試

験の 結果か ら、毒性学的にみ て影 響が認 めれ られ ない 無毒性

量 （ドOAEL ：No−Observed一Adverse−Effect　Leve1） を 求 め る。

  無謝 生量を、動物 とヒ トで の 種差（1重間の 差異 ：10倍以下 ）、

個 体差 （同
一

種間 内で の差 異は 10倍以下 ）を考慮 した安全係

数 （通 常 100）で割 っ て、ヒ トに外揮 し 1 日当た り摂取許容 量

（、N）1 ：Acceptable 　Daily 　lntake＞ が決 め られ る。　 ADI は ヒ ト

が
一
生涯、毎 日摂取 しても健 康上の リス クがな い と推定され

る量で ある。

  卍）1 の うちで、理 論最大摂取量の 2〔瑞が水お よび空気か ら

の摂取分と し、農産 物 に つ い て は 8〔氈ま で 占有する こ とが で

きる。農薬が残留 して い る食品 を食べ る こ とで 摂取され る農

薬量 を試 算 し、ADI を超 えない よ うに残 留農薬基 準 （当該 農

産物 の 農 薬濃度 PPm＞が、また、これ を超 過しない よ うに農

薬使用基 準が 設定 され る。

　すなわち、推定摂取 量は厚 労省 が実施 して い る国民栄養調

査 を基 に 日本入、1 日 1 人 当た りの 各食品群 の 平均的摂取量

を勘案 して計算され、下記 の 式が成 り立つ こ とが必要 にな る。

現在、日本人 の 平均体重 は 52．6kg と して計算され てお り、

年 次変動 す る食品摂取量及び 平均体重の 数値 は随時変 更 され

る。

　Σ ｛食品群の摂取量 （kg＞ × 基準値 IPPtD　｝

　＝推気昔搾モ取量　fing）　＜ADI　6  ／kg）　×　52．6　（kg）　×　0．8

　さ らに、幼少児 （6 歳以 下）、妊婦、高齢者 （65歳以 上）の

各グル
t．tプ での N｝1 を超過 しない よ うに基準値が設 定され る。

2＞残留農薬基準の設定状況 と農産物にお ける残 留実態

　 病害虫の発 生状況や、農薬の 種類、使用方法など ｝靜毎外 と

異なる こ とも多い。そ の ため、わが 国にお い て は、食品摂取

状況 を考慮 しなが ら、国産、輸入 を問わず、国内流通 食品 で

の残留農薬に よっ て 健康に影響が生 じない よ うに、個々 の 食

品におけ る農薬有効成分の 残留基準値が設 定され てい る。昭

和 43 年、キ ュ ウ リ、トマ ト、ブ ドウ、リン ゴ の 4 農産物 にお

ける BHC、1）DT、鉛、ヒ素、パ ラチ オ ンの 5農薬に 基準値が設

定 され 鵡 そ の 後、農産物の 輸入が 増大 し、そ の 中に は、わ

が国で は使用されない 農薬や生産されない 農産物も多くみ ら

れ る よ うに なっ た。これ らに対応す るた め、ま た、国内で の

新規農薬や適用農産物の 種類の増加 な どを勘案 して残留基準

が見直され、平成 17年 工月現在、i30農産物 の 244農薬 に 基

準 値が設定 され て い る。わが国で 登録 され て い る農薬数 （有

効成分 として ）は約 550種、さらに、国際的には約 70D 種あ

る v 最近発 生 した中国をは じめ とす るア ジア 地域や 他の 国か

らの 輸入農産物 中の 残 留農薬問題 や、食品 の 安金性 に対す る

国民 の 要望に応 えるた め、新たに約 200 種の 農薬につ い て 残

留基準 値を設 定す るこ とにな っ てい る。

　国 内で流通 す る農産 物 の 残留農薬は、都 道府県 の 衛生 研究

所を中心に、流通段階で 収去 した商品とし て の 農産物が分析

され て い る。基準値を 超過 した （食品 規格に 合致 しない ）場

合 に は、直 ちに販売中 止、廃棄 され るとともに、違 反原因の

徹底追究 が行 われ る （超過の 原 因 として、例 えば、適用 外作

物 へ の 使 用や、散布後収穫 目までの 日数 不足な どがあ る）。国

産、輸入農産物 に おけ る残留農薬の 実態を表 2 に 示すが 、基

準値を超過した件数は低く、わが国で流通 してい る農産物の

残 留 レベ ル は極め て 低い と され て い る。

3＞残溜農薬基準を遵守す るた めの 農薬使用

　農薬の残留性は、農薬その もの の水溶解駐、親油性、揮発

性 な どの 物理 化学的特性や作物表面の 凸凹 な どに 大 きく依存

す る。例えば、親油性 が高い 農薬で は ワ ッ ク ス 層を浸透 しや

すく作物内部に移行 しやすくなる。また、ほ うれんそ うの よ

うに葉表 面に ワ ッ ク ス 層が多か っ た り、ももや シ ソ （大 葉）

の よ うに葉表面が ヒ ゲ状で あ る作物で は農薬の 残留性は
一
般

に高い 。また、航空 散布 か 地上散布 か な ど農薬散布の 方法や
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表 2 農産 物 中の 残留農薬の 実態 （平成13年度）
1）

国産 ・輸入 検査数 検出瞰

件　　％

基 準値を超 える件 数

　　件　　％

基準が設定 され て い るもの

国産 品

輸 蝦 、

ll6，473113

，156

595　　 D，51

836　　 0．74

8　　 n．01

21　　　0．02

合　計 229，6291 ，431　　　0，62 29　　 0．Ol

基準が設定されてい ない もの

品国

韆

108，598193

，538

322　　 e．30

923　　  ．48

合　計 302，1361 ，245　　　0．41

総 合 計

国産品

輸入 品

225，071306

．694

　917　　 0．　41

1，759　　　　0．57

合　計 531，7652 ，676　　　0．50

乳 剤、粒 剤、水 和剤な どの製剤形態も、残留要因 として 大 き

く影響する作物 付着量に 寄与する。こ の よ うに 、残留性 には

農薬が もつ 物理化学 的特性、作物の 表面形態、気象条件な ど

が複雑に関与す るため、農薬使用基準は、適用作物 ごとに 、

農薬の 最 終使用後か ら収 穫まで の 日数、使用 回数、使用濃度、

使用 時期、農薬 の 製剤種 な どが詳細 に決 め られ、農 薬容器の

ラベ ル に 表示す る こ とが義 務付 け られ て い る。使用 者はその

力法 を遵守す るこ とで安全性 が確 保 され る こ とにな っ てい る。

ま た、使用 に 当 り、特に 注意すべ き 事項 につ い て は 1マ ス ク

着用」、「手袋着用」、「厳重保管」、「かぶれる人使用禁止 」、「河

川流 出禁 止」、「蜂巣 箱への 散布禁止 」 な ど、絵表示 に よ り注

意喚起マ
…

クが表 示 され てい る。

2．農薬取締法の 改正

　平成 14年 7月、山形県で無登録農薬を販売 した業者の農薬

取締法お よび劇物取締法違反容疑に よ る逮浦以 降、無登録農

薬の使用 が全 国的に 広 がっ て い る こ とが明 らか に され た。無

漿 軸 ξとは、  （個人）輸入 代行業者などに よ り輸入 ・
使

用 され る 農薬登 録を 受けて い ない 農薬 儂薬成分として 失効

した もの を含む）、  茣方農薬、植物栄養剤 な どとして 農薬効

果 と紛 らわ しい 表現で 、天然物 を有効成分 とし農 薬登録 され

ずに販売され てい る （実際には登録農薬成分が含まれ る こ と

が あ る）、  非農耕地用 除草剤等で 農薬 登録 を取得 しない で 販

売され てい るもの 　に分類され る。なお、農薬が失効される

経緯に は、よ り効果 の 高い 農薬 へ の 代替、販 売量減少 に よ る

原体の 製造中止、安全性試 験によ り発ガ ン性 な どの 危険性が

明 らか にな っ た、な ど様々 な要 因が ある。特に販売額 の 小 さ

い 農薬では 3年 ご とに行 われ る登 録更新時 の費用負担が失効

表 3 農薬取締法改正 の 概要

（1）製造、輸入 （個人 を
A

む）又 は販 売に係 る規制 の 蜘 匕 ：無登録農薬の 製造、加 工 又 は輸入 を禁止、農薬有効成分の 含有量 若 し

くはそ の 効果に 関する虚偽の 宣伝、及び無登録農薬 を、登録 を受 けて い ると誤認 させ るよ うな宣伝 を禁 止

（2）使用 に係る規制の 強化 ：農薬の 使用者に対す る規 制 燐 1与登録農薬 の 使用 を禁止、鹿 犇種類 ごとに遵守す べ き使用時期、使用方

法等の 基準 に違反 す る使用 を禁止

（3＞麺 ：無登農薬を販売 した場合は個人で最高 3年朔斷殳 （現行最高 1年）また は最高 100万 円の 罰金 （現行最高 5万 円）、

法人で 最高 1億円 （現 行 5万 円）の 罰金、農家が使用 した 場 合は、最高 3年 の 懲役ま た は 最高 100万 円の 罰金 を新た に 導入

  一一 ：原材料に照らし人畜、水産動植物に 害を及 ぼす恐れがない こ とが 明らか なもの で、農水大臣及び 環境

大臣が指定す る農薬の 使用

（5＞／uet　　lempgva＃mtS　Eue　OSth ：試 験研究や緊急防除を除き使用禁嘱 容器また は包装に黼 号等表示 の ない農薬及び 特定農薬以外 の 農

薬を使 用禁止

　これ まで 販売禁止 で あっ た次の 農薬を使用禁止 ：ガ ン マ IY｛C、　 DDT、エ ン ドリン、アル ドリン、ディ ル ドリン 、ク ロ ル デン 、ヘ プ

タ ク ロ ノヒ ヘ キサ ク ロ ロ ベ ンゼ ン、マ イレ ッ ク ス 、トキ サフ ェ ン、パ ラチ オン、メチル パ ラ チオ ン 、TEPP、水 銀剤、砒 酸鉛、2，4，5
−T、

CNP、　 PCP、  B、ダイ ホ ル タ ン 、水酸化 トリシ ク ロ ヘ キ シ ル ス ズ
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に繋がる ことが多い
。 食の安全 性に対する社会的要請に応え

る ため、無登録農薬の 使用 に対 して も規制強化が求め られ る

こ とになり、農水省は鹿 犇取締法を改正 した （表 3）。平成 15

年 3 月 よ り施行 され、生産者に も農薬使用 の 責任が課せ られ

るこ とに なっ たg

　農薬は、その 使用方法を誤 れ ば、使用者 （農家な ど）や 消

費者の 健康被害を生 じる 恐れが ある こ と か ら、こ れま で も遵

守す るこ とが望ま しい 基準 「農薬安全使用基準」 を設 定して

い 鵡 さらに、農薬使用 の徹底 を図 るた め、改正 法 で は、農

水大 臣及び環境大 臣によ り農薬使用者が遵守すべ き基準 （「農

薬使用 基準」 ；適用 作吻への 使用、最高濃度、希釈倍数、使用

回数、使用 時期な ど）を省令で 定め、違反する使用法を禁止

す るこ とにな っ た。また、こ の遵 守義務事項 として、倉庫な

どで の くん蒸、航空機利用やゴル フ 場で農薬を使用する揚合

に、使用者 はその 使用計画を毎年度使用の 最初の 日まで提出

す るこ とも定め られ た。
一

方、遵守 努力規 定 として、農薬使

用 の 帳簿へ の 記載、有効期限切れ農薬の 使用禁止、航空機利

用 などによる飛 散防止や 揮散防止、水 田農薬の河川流 出防止

の 努力が求め られ るよ うにな っ た。

3 ．農薬取締法改正 に伴 う新たな対応

　今回 の 法改正 に よ り、急遽、ク ロ ーズア ッ プ され た 「マ イ

ナー
作物 に対する適用農薬の 設定と、新たに導入 され た 「特

定農薬制度」 が大 き な課 題に なっ た。これ らの 対応にっ い て

現在も検討が進 め られ て い る 。

（1） マ イ ナー作物対策

　マ イ ナ
ー

作物の 多くは地域特産 作物で あ り、村お こ し、地

域お こ しなど地域仕会の 活性化を図 るた めに、また、伝統 的

な農産物を見 直してい こ うとする社会的な動 きを背 景と して、

生 産、加工、販 売 され てい る 。
これ らの 中には、有名 ブ ラン

ド化 され全 国各地で販 売されて い る もの もあり、多種多様な

栽培形態か ら農薬使用が不 可欠なこ とも多い。そ の ため、こ

れ まで も、国、都道府県、農薬メ
ー

カ
ー

な ど の 関係 団体に よ

る薬効
・
薬害試験及び残留調査が行われ、使用農薬の 登録拡

大が図 られて き鵡 しか し、年 間、出荷量 3万 トン以 下の マ

イナー
作物 は種類が非常に多く、農薬登録の 拡大は進んで い

な か っ た。栽培現 場で は、類似 した形態 を もつ 作物 に適用 の

ある農薬の 使用 基準 を準用す るな ど して、病害虫防除 に対応

して きた の が実状 で ある。す なわち、農薬 メ
ーカーは生産 量

の 高い 作物種 （使用 量 の 多い 農薬）に対 して農薬登録 を申請

するこ とが 多く、こ の 結果と して、マ イナー
作物に使用で き

る農薬種 が極めて 少な い 不都合が生 じた こ とに なる n 今回、

無登録農薬の 使 用禁 止が打ち 出され た こ とか ら、マ イナー
作

物の農薬使用基準と残留農薬基準を早急に整備するこ とが求

め られた。

　 わが園 における マ イナー
作物は 、国民栄養調査 に よる国民

1 目平均食品摂取 量に 占める割合が合計 して も1 ％程度 と推

計 され る。現在、農薬の 登録拡大 （薬効 ・薬害 ・作物 残留試

験 によ るデータの 緊急作成）が推進されて い るが、登 録要望

作物 は多岐 にわた り、個 々 の 作物 に 対 して農薬を登録する こ

とに限界 が あると判断 され た。そ の ため、農薬の 残留性、作

物形態、栽 培方法の 類似性 な どを考慮 して 可能な範囲で 作 物

をグル
ー

プ化 し、当該グル ープ に属す る作物種として 農薬登

録 す る方r甸で問題解決 を図る こ とが進め られて い る。作物群

と して 表 4 に丿」司
一
11の グル

ープが設定されて い る。

　グノト
ー
ブ化 で きない 登録要望 作物も非常に多く、薬用し ゃ

くや く、薬用 にん じん、レイ シ、に ん に く、せ んぶ り、な め

こ、ら っ きょ うな ど多様 な約 200 種の イ移吻があ る。今後、グ

ル
ープ化に よ る農薬 登録 をさ らに推 進す るた め、各種 デL タ

の 作成が必要 となるが、特に作物残 留試験 の 労力、経費等の

負担 が大き く、マ イ ナ
ー

作物すべ てに登録農 薬 を設定す る こ

とは非常に難 しい。作物種の グル
ープ化 に加 えて新た な取 り

組 み が模索 され て い る。

　生薬の原材料 となる作物種に 対する農薬適用 と して 平成 16

年 9 月現在、薬 用ニ ン ジンに 殺菌剤イ プ ロ ジオ ン、ス ル フ ェ

ン 酸 クロ ル ピク リン （除草効果もあ る）、セ ン キ ュ ウに殺菌

剤 マ ン ネブ 、セ ン ブ リに殺ダニ 剤の ピ リダベ ン、ミ シマ サイ

コ に 除草剤ペ ン ディ メ タ リン が登 録 され て い る にす ぎない 。

なお、作物が指定され て い ない コ ナ ガ 、オ オ タバ コ ガ、ミバ

エ 類、ナ メ クジな どの 防除剤もい くつ か 登録され てい る
V。

（2） 特定農薬

　 これ まで 伝統農法や有機栽培などで 病害虫 ・雑草防除の た

めに使用 して きた、牛乳、食酢、粉石 鹸、木酢液 な どの扱い

が新たな問題 にな っ た。 これ に対応 す るた め、「原材料に照 ら

し農作 物等、人畜及び水 産動植物 に害 を及 ぼす恐れ がない こ

とが 明らか なもの」を農水大臣及 び環境大 臣が 「特 定農薬 〔特

定防除資材）」 と指定す る制度を導入 し、従来 の 農薬登録 に必

要な安全性讖 などを免除し、過剰規 制 を回避す るこ とにな

っ 鵡 平成 14年末まで に、「特定農薬 」 と しての 指 定希望 が

約 2900件寄せ られ匝 複などを整理 して 最終的に約 740種）、

これ らに つ い て、農薬と して の 効 果や 健康お よび環境への 安

全 ｝生な どの 観点か ら検討 し、「特定農薬ヨの 概念が整理され た

（図 1＞。これ をもとに、平成 15年 6月まで に重曹、食酢、地

場天敵 （同
一

県 内） が特 定農薬 （特 定 防除資材）に指定 され

た が、さらに追加要望に応 えるための検討が行われ る予定で

（5）
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表 4 作物の グル
ープ化

登録作物名

麦鬟

豆 類 （種実｝

豆 類 （未成熟）

ア ブ ラナ科

葉菜類

なばな類

非 結球 レ タス

ウリ類 （漬物用）

か ん きつ 類

小粒核果類

ベ リ
ー
類

トウガ ラ シ類

含まれ る作物

小麦、大麦、そ σ瓶 の 麦類

だい ず、小豆、い ん げん ま め、ささげ、エ ン ドウマ メ、そ らまめ、なたま め、ふ じま め、紅花、い ん げん

えだまめ、さやい ん げん （桑の 木豆）、さや えん ど う （きぬ さや えん ど う、ス ナ ッ クえん ど う）、

あき しま ささげ、実えん どう （うすい えん どう、グ リ
ー

ン ピース ）、ささげ （十六 ささげ）、ふ じまめ （千石 豆）、

なたまめ、しか くまめ、そ らま め

こ まつ な、みず な、タア サイ、パ クチ ョ イ、ル ッ コ ラ、ケール 、乃y っおな、さぬ きな、さん と うさい、

しろな、せい さい 、た い な、ち じみ菜、の ざわな、は けな、はつ な、ひ ろ しまな、べ かな、みずか けな、

み ぶな、ゆ きな、山形み ど りな、大阪 しろな、中島菜、美味菜 （べ ん り菜）、チン ゲン サイ、河北菜、か らしな

なばな、なの はな、ア ス パ ラ菜、オ
ー

タ ム ポエ ム 、か きな、の らぼ うな、はな こ っ り
一、くきた ちな、ゆ さい

しん、湘 埼菜、女池菜、つ ぼみ菜

サ ラダナ、カ キ チ シ ャ （サ ン チュ）、リーフ レ タス 、ち しゃ、チマ サ ン チ ュ 、マ
ーシ ュ 、レ タ ス 、ロ メイ ン レ タ

ス

しろ うり （あお うり、カ リモ リ、は ぐらうり）、と うが ん、ゆ うがお、はや と うり、へ ちま

温州み か ん、調 ます、きんか ん、グ レープ フ ル
ー．一

ツ、サ ガマ ン ダ リン 、すだち、たんか ん、なつ み か ん、ネー

ブル 、はっ さく、ぶん たん、ぽんかん、ゆず、ライ ム、レモ ン 、伊予柑、河 内晩柑、甘夏、清見、長門ゆず き

ち、日向夏、不知火

すもも （プル
ー

ン）、あんず、うめ、プ ラム

ブル
ーベ リー、ラ ズベ リ

ー、ハ ス カ ップ 、房す ぐ り （カ
ー

ラン ツ ）、ブ ラ ソ クベ リ
ー、グースベ リ

ー、す ぐり

シ シ トウ、と うが ら し、ふ しみ と うが らし、か ぐらなん ばん、サッ ポ ロ 大長 と うが らし、とうが らし （甘長）、

青 とうが ら し

＊ 「麦 類」 「か んきつ 類」 は従来か らグル
ープが設定されて い る。

ある。

　特定農薬に指定され る に あたっ て は、防除効果 に加 えて 、

人畜お よび水産動随物への 安全性を確認す るた めの 資料σ）提

出が求め られ、農水省お よひ環 境省に よる協議の 上 で決 定さ

れ る。評 価 に必 要な項 目として、  原材料の 物理化学的性質

お よび成分規格、（臻 効 （防除 価が 5〔〕以上 ）、（鑓 生 （薬

害、急性 ・変異原性・ge 日間反復毒性試験など）、  使用方法
・

普及状 況な どに関する資料が必 要で ある。例えば、漢方植物

を含有 す る資材 が特定農薬 と して 指定 され るた め に は、含有

する原材料の 内容、含量、性状などの規格、病害虫 ・
雑草防

除な どの 薬効、安全性 （人畜 ・水産動植物に 対 する） な どの

デ
ー

タが求め られ る。特に、加熱 ・抽出などの加 工 が行われ

て い る場合に は、安全 1生が高い と判断 され て い る生 の 漢 方植

物 とは成分特性や 毒性が異なっ た もの に 変質 してい る可能性

も高い た め、使 用 した い 資材 と して の評 価が行われ る こ とに

なる。

4　食品衛生法 の 改正 ：ポ ジテ ィ ブ リス ト制の導入

食品の 安全性 の 確 保 に関する施策を総合的に推進する た め

新た に内閣府 に食品安全委員会が
．
設置され、国、地方公 共団

体、食 品関連事 業者の 責務な らび に 消費者の 役 割を明 らか に

した食 品鰡 法が平成 15年 5 月に公布、7月 に施行され

属 同時 に、食品衛生法も改正 され た．、改正 の骨子は以 下の

とお りで ある
6〕。

  残留基 準が定 め られ て い な い 農薬 を含 む食品 の 流通 を禁

じる （ポ ジテ ィ ブ リス ト制 の 導入）

  使用 が認め られて い る 既存添加物」 も安全性に 問題が あ

る もの は販売禁 止で きる規定をノ蜘 る （ダイ エ ソ ト食品等の

健 時喰 品の 規制 ）

  輸入 食品にお ける命令検査の 対象拡大

  自治 体に よる食品関連施設監視の 強化

　現在の 食 品衛生 法に 基づ く残留農薬に 関す る 規定で は、残

留基準 が定め られ てい ない 農薬が食品か ら検出されて も流通

禁止 な どの 規制 が不可能な状況 に あっ た。その た め、改正 法

では、農産物や畜産物の生産段階で使用 され た農薬が残 留 し

て い る場 合に 、そ の 物質を
一

定量超えて 含む食品の 1樋 を禁

止す る制度と してポジ ティ ブ リス ト制を導入するこ とに し鵡

すな わち、食品衛生 法 第 11条第3項がポ ジテ ィ ブ リス ト制導
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図 1　特定農薬の 考え方

入 の た めに新設され、本法の 公布後 3年以内 （平成 18年 5月

30 日まで ）に施行 され る こ とに な っ て い る。第 11条第 3項の

概要を次に示す。

  ポ ジテ ィブ リス ト制の 対象物質 ：農薬、飼料添加物、動物

用医 薬品

  ポ ジテ ィブ リス ト制 の 導入女橡 外物質 ：人 の 健康 を損な う

おそ れの ない こ とが明らか であるもの として厚生労働大臣が

定める物質は除外

 
一
律 基準値の 設 定 ：人の 健康 を損な うお それの ない 量 と し

て 厚生 労働大臣が薬事 ・食品衛生審議会の 意見 に基づ き定め

る

  対象範囲 ：加工 食品を含む全て の 食品、一定基準値を超 え

た残 留が認 め られ た場 合には、食品 は販売の た めの 製造、輸

入、加 工、使用、調理、保存、販売 を禁止

　ポ ジテ ィ ブリス ト制 を導入す るに あた っ て残 留農薬基準の

設 定状況 が 見 直され 応 国際的 に食用農産物 に使 用が認 め ら

れ てい る農薬が約 700、農薬取 締法 に よる国 内食 用登 録農薬 が

約 350 あ り、その 中で 、食品衛生 法に よ る残 留農薬基 準が 設

定された農薬は 244 にすぎない 。残 留基準が設定 されず にポ

ジテ ィ ブリス ト制 を導入 した場合、大き な混 乱も予 想され た

こ とか ら、未 設定の 農薬 に対 し、  国際基準 で ある コ ーデ ッ

ク ス 基準   国内で使用が認 め られ て い る農薬取締法 に基づ

く登録保留基準、  外国基準など を参 考に して、暫定的 な基

準 ！g 定基準」 を設定する こ とになっ 鵡 こ こで の 外国基準

とは、）PR （FAOfwr｛O合同残留農薬専門家会議）お よび JECFA

（FAOA｝1　［O合 同食品添加物専門家会議）で科学的評価に必 要な

毒 性データ を基に して設定 された米国、カナ ダ、EU、オース

トラ リア、ニ ュ
ージラン ドの 基準値 を指す が、外国 基準 を参

考に して設 定す る暫定基 準は、わが 国にお ける 自給率の 低い

小 麦、レモ ン 、トウモ 卩 コ シ な どに該 当す る。

　なお 、コ
ー
デ ッ ク ス 、国内登録、諸外国 など全てで基準値

が設定され て い ない 農薬もあ る。過去 に使用 され 失効 した農

薬が該当し、DDT、　 H｛C、ドリン剤、パ ラチ オ ン などが ある。

これ らの 取 り扱い が厄 介 で あ り、人の健 康を損な うお そ れ の

ない 量 を科学的 デ…タによ り整理 し、諸外国にお ける事例、

法的 根拠、食品の 安全 陛を勘案して
一
律基 欄直と して 設定な

され る こ とになっ てい る。ポジテ ィ ブ リス ト制に 関する詳細

な情報が厚労省の ホ…ム ペ ージに 掲載されて い る
4）。

　 「食の 安全 ・安 心」を求 める国民の 関心は高く、残留農薬

や農薬 散布 に伴 う健 康や環境への影響に対す る不安が 大 きい。

その 背景には、多くの 実験に よっ て得られ た毒性な どの 科 学

的情報 につ い て 公表がこ れま で必ず し も十分でなか っ た た め、

（7）

N 工工
一Eleotronio 　Library 　



The Japanese Society of Pharmacognosy

NII-Electronic Library Service

The 　Japanese 　Sooiety 　of 　Pharmaoognosy

その 是非につ い て 国民によ る評価が行われ に くか っ た こ と も

大 きな要 因 と考え られ る。農薬取締法の 改正及び ポ ジテ ィ ブ

リス ト制の 導入 は、農薬使用 に伴 う リス ク の 1邸成や農産物の

農薬残留か らみた安 全性 の 確保 に有効で ある と考え られ る。

一幽
方、こ れ らの 法律

・規制の 施行 に伴 っ て、農業者をは じめ

と した農薬関係者に、農薬使用 ・管理 をす る ヒで 十 分な配 慮

が求め られる。適用作物に登録 され た農薬の残留基準値を超

過 しない よ うに使用法を遵守する こ とが 必須で ある。例えば、

実際 に 散布しなか っ た農薬が、周辺 で使用 した農薬の 飛散 （ド

リフ ト）に よ っ て 栽培作物か ら検 出 され る こ と も想定 され、

ドリフ ト問題への 対応が重要 にな る。また、：ヒ壌中に 残留し

て い る農薬が作物に 吸収 され て残 留基 準値を超過する tif能as

もあっ て、今後設 定 され る
一

律基準 値に 高い 関心 が寄せ られ

て い る。この よ うな状況におい て大切 なこ とは、［真の 農薬残

留f劇 を得る ための 分析法 で あ る。暫定基準に 関す る分析法

の検討が鋭意進め られ てい るが、多様な作物種に対応で きる

残留分析法の 確 立に困難が 予想され る。農産物試料の 前処理、

抽出、精 製、測定の
一

連の 操作で、高い 分析精 度が求 め られ

てい る。
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